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2013年以前 2025年現在

全
般

緊急発
進回数

➢2002年度(20年前)：188回
➢2012年度(10年前)：567回

➢2016年度：1168回（過去最多）
➢2023年度：669回

中
国

国防費 ➢2012年：約6,503億元
➢2025年：約1兆7,846.65億元 →10年で約2倍

尖閣諸
島周辺
における
活動

➢中国海上法執行機関所属船舶
1,000t級以上：40隻

➢中国海上法執行機関所属船舶
年間接続水域入域日数：79日

➢中国海警船1,000t級以上：159隻

➢中国海警船年間接続水域入域日数：最大355日

➢2016年以降、中国海軍戦闘艦艇が尖閣諸島周辺
の接続水域に入域

台湾
海峡

➢中国軍機の「中間線」越えの活
動はほぼ確認されず

➢22年8月のペロシ米下院議長訪台以降、台湾海峡
「中間線」を越える中国機の数が大きく増加

➢中国軍機による台湾空域進入に関する公表機数
20年380機→21年972機→22年1733機→23年1703機→24年3070機

南シナ
海

➢2012年、
スカーボロ礁を
事実上支配

➢2014年以降、
南沙諸島7地形において
急速かつ大規模な埋立て
を行い、インフラ整備を実施

ファイアリークロス礁⇒

(※2024年)

(※2023年)

(※2012年)

2013年（前国家安全保障戦略制定時）以前と現在では、我が国周辺の安全保障環境は大きく変容

2013年と現在の情勢比較①

(※2012年) (※2016年、2018年、2022年)

30年間で約28倍、20年間で約7.3倍

➢

➢



2013年以前 2025年現在

北
朝
鮮

弾道
ミサ
イル

発射
回数

➢2013年まで約20年
間で計8回・18発

➢2014年以降、約10年で計118回・199発

2020年:4回8発→2021年:4回6発→2022年:31回59発
（2023年は7回9発）

保有数 ➢ノドン:200発 ➢ノドン：315～450発

保有核弾頭数 ➢6～8発 ➢約50発

ロ
シ
ア

北方領土にお
けるロシア軍
配備状況

➢主要近代装備品の
配備なし

➢北方領土を含む極東に新型装備(戦闘機、地対艦・地対
空ミサイル等)を配備

ウクライナ情勢
(※2014年2月、マイ
ダン革命）

➢2014年：クリミア「併合」 /2022年～：ウクライナ侵略

2013年と現在の情勢比較②

（※2013年以前には発射実績のなかった、
変則軌道で飛翔するSRBM、IRBM級・
ICBM級弾道ミサイル、SLBMなどを開
発・増強中)

ミサイル攻撃実施せず

地対艦ミサイル「バスチオン」：
2016年以降、択捉島のほか、
千島列島、南樺太に配備

キロ改級潜水艦：2021年以降配備、
「カリブル」巡航ミサイルを搭載

【ロシア国防省】

(※25年1月6日時点)

（2023年は18回25発、2024年は11回22発）

（推定）
(※全体としては最大90発分の核弾頭を生産するだけの核分裂性物質を貯蔵)
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総兵力

ロシアによるウクライナ侵略の教訓

資料源：国連人権高等弁務官及びウクライナ軍公表資料等

① ウクライナは、ロシアに侵略を思い止まらせるような十分な防衛力を有しなかった
② ウクライナは、同盟国を有さず、核の傘にも守られていなかった
③ 脅威は「意思」×「能力」で顕在化するところ、高い軍事力を持つロシアは、ある時、侵略という意思を持った

ロシアに対する抑止が破れてしまった結果、既に万単位の死傷者、百万単位の避難民と
いった甚大な被害が発生

ウクライナ軍
50-80万人(現役)＋30-40万人(予備役)

ロシア軍
110万人(現役)＋150万人(予備役)

結果

※装備は旧ソ連製が主体

27個旅団＋予備役43個旅団

戦闘機・攻撃機（78機）

哨戒艇（13隻）

13個師団、50個旅団

主要水上艦(33隻)､哨戒艇(124隻)
掃海艇等(43隻)、揚陸艦(19隻)

爆撃機(129機)
戦闘機・攻撃機(878機)

ロシアがウクライナを侵略するに至った軍事的な背景

⚫ 「意思」は変わり得る。「能力」があれば、いつでも「意思」を持ち得る。
⚫ 十分な防衛力を持たなかったウクライナは軍事力の高いロシアを抑止できず、甚大な被害発生。
⚫ 力による一方的な現状変更を抑止するには、相手の「能力」に着目した防衛力（備え）が必要。

※21年末の近代化・新型装備比率71％と発表

ウクライナ側の推定被害状況
死亡者 市民12,654人以上（25年2月21日時点）＋軍約43,000人（24年12月時点）

負傷者 市民29,392人以上（25年2月21日時点）

難民（欧州圏） 6,346,300人（25年2月19日時点）

国内避難民 3,665,000人（24年12月時点）
3



新しい戦い方の顕在化

⚫ 精密打撃能力が向上した弾道・巡航ミサイルによる大規模なミサイル攻撃

◎「露による核兵器使用は我が国の
存亡に関わる脅威にさらされれば、あ
り得る」
（2022年3月ペスコフ露大統領報
道官）

◎「ロシアの領土一体性が危険にさ
らされた場合には、ロシア及びロシア
国民を守るため、我々は、当然、
我々が保有するあらゆる手段を利用
する」
（2022年9月プーチン露大統領）

⚫宇宙・サイバー・電磁波の領域や無人アセットを用いた非対称的な攻撃等

⚫ 情報戦を含むハイブリッド戦

⚫ 核兵器による威嚇も生起

2023年1月1日、沖縄・宮古島間
を通過した中国軍の偵察型無人機

ロシアはウクライナ全土に対し、
約１万発以上の弾道・巡航ミサイルを使用

※2024年8月25日時点

宇宙空間の安定的利用に対する脅威

桃園国際空港が中国軍に攻撃さ
れたという偽情報を否定するために
台湾国防部が発表した画像

レーザー兵器による妨害

ジャミング兵器
による妨害

対衛星ミサイル
による破壊

不審な衛星による
接近・近傍活動等

新しい戦い方が顕在化しており、これに対応できる防衛力の構築が必要。

露軍のミサイル無人機により破壊された
クリヴィー・リフ市のホテル

（24年8月26日ウクライナ緊急事態庁公表画像）
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概ね１０年後まで

⚫ より先進的なミサイルを運用する能力を獲得
⚫ 必要かつ十分な数量を確保

⚫ 広域防空能力の強化
⚫ より効率的・効果的な無人機対処能力を強化

⚫ 無人アセットの複数同時制御能力等を強化

⚫ 宇宙作戦能力を更に強化
⚫ 自衛隊以外の組織へのサイバー・セキュリティ支援を
強化

⚫ 無人機と連携する陸海空能力を強化

⚫ 人工知能（AI）等を活用し、情報収集・分析
能力を強化しつつ、常時継続的な情報収集・
共有体制を強化

⚫ 輸送能力を更に強化
⚫ 補給拠点の改善等により、輸送・補給を迅速化

⚫ 弾薬・誘導弾の適正在庫を維持・確保

⚫ 可動率を維持

⚫ 防衛施設を更に強靱化
⚫ 弾薬所要に見合った火薬庫等を更に確保

抜本的に強化された防衛力の目標と達成時期

２０２７年までの５年間（※）

我が国への侵攻が生起する場合には、我が国が主たる責任を

もって対処し、同盟国等からの支援を受けつつ、これを阻止・排除
し得る防衛力を構築

おおむね１０年後まで

左記防衛構想をより確実にするための更なる

努力（より早期・遠方で侵攻を阻止・排除し得る

防衛力を構築）

分 野 2027年まで

スタンドオフ防衛能力 ⚫ スタンド・オフ・ミサイルを実践的に運用する能力を獲得

統合防空
ミサイル防空能力

⚫ 極超音速兵器に対処する能力を強化
⚫ 小型無人機に対処する能力を強化

無人アセット防衛能力 ⚫ 無人機の活用を拡大し、実践的な運用能力を強化

領域横断作戦能力
⚫ 宇宙領域把握（SDA）能力、サイバーセキュリティ能力、
電磁波能力等を強化

⚫ 領域横断作戦の基本となる陸海空領域の能力を強化

指揮統制・
情報関連機能

⚫ ネットワークの抗たん性を強化しつつ、人工知能（AI）等
を活用した意思決定を迅速化

⚫ 認知領域の対応も含め、戦略・戦術の両面で情報を取
得・分析する能力を強化

機動展開能力・
国民保護

⚫ 自衛隊の輸送アセットの強化、PFI船舶の活用等により、
輸送・補給能力を強化（部隊展開・国民保護）

持続性・強靱性

⚫ 弾薬・誘導弾の数量を増加

⚫ 整備中以外の装備品が最大限可動する体制を確保

⚫ 有事に備え、主要な防衛施設を強靱化
⚫ 保管に必要な火薬庫等の確保

（※）現有装備品を最大限活用するため、弾薬確保や可動率向上、主要な防衛施設の強靱化への投資を加速するとともに、スタンド・オフ防衛能力や無人アセット防衛
能力等、将来の防衛力の中核となる分野の抜本的強化に重点。 5



66,001億円

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

計画の実施に必要な防衛力整備の水準に係る金額（歳出ベース）【43兆円】

Ｒ5補正
4,962億円

（当初＋補正）
70,963億円

（当初）

新たに必要となる事業に係る契約額の進捗（契約ベース）【43.5兆円】

77, 249億円

89,525億円 93,625億円

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

Ｒ5補正
1,297億円

84,748億円

8.9兆円

（当初＋補正）
90,823億円 （当初）

○ 歳出ベースは、事業の進捗状況や予算の執行状況も踏まえ、予算額を着実に増額

○ 契約ベースは、令和７年度中に着手すべき事業を積み上げ、令和７年度予算までで、防衛力整備計

画事業費（４３．５兆円）の６２％を措置

(注) 上記の整備計画対象経費のほか、ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分も計上

Ｒ6補正
4,961億円

84,332億円

Ｒ6補正
1,066億円

令和７年度予算 ~整備計画対象経費の進捗~

（当初＋補正）
94,691億円

（当初＋補正）
82,210億円
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※ 計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

（契約ベース）

区 分 分 野 ５年間の総事業費 令和５年度事業費 令和６年度事業費 令和７年度事業費

スタンド・オフ防衛能力 約 ５兆円 １兆４，１３０億円 ７，１２７億円 ９，３９０億円

統合防空ミサイル防衛能力 約 ３兆円 ９，８２９億円 １兆２，２８４億円 ５，３３１億円

無人アセット防衛能力 約 １兆円 １，７９１億円 １，１４６億円 １，１１０億円

領域横断作戦能力

宇宙 約 １兆円 １，５２９億円 ９８４億円 ２，１１９億円

サイバー 約 １兆円 ２，３６３億円 ２，０２６億円 ２，６１５億円

車両・艦船・
航空機等

約 ６兆円 １兆１，７６３億円 １兆３，３９１億円 １兆１，３８５億円

指揮統制・情報関連機能 約 １兆円 ３，０５３億円 ４，２４８億円 ３，８５２億円

機動展開能力・国民保護 約 ２兆円 ２，３９６億円 ５，６５３億円 ４，５４５億円

持続性・強靱性

弾薬・誘導弾 約 ２兆円
（他分野も含め約５兆円）

２，１２４億円
（他分野も含め8,283億円）

４，０１５億円
（他分野も含め9,249億円）

２，８７６億円
（他分野も含め7,675億円）

装備品等の維持
整備費・可動確保

約 ９兆円
（他分野も含め約10兆円）

１兆７，９３０億円
（他分野も含め2兆355億円）

１兆９，０９４億円
（他分野も含め2兆3,367億円）

１兆７，６９６億円
（他分野も含め2兆2,247億円）

施設の強靱化 約 ４兆円 ４，７４０億円 ６，３１３億円 ６，９５３億円

防衛生産基盤の強化
約 ０．４兆円

（他分野も含め約１兆円）

９７２億円
（他分野も含め1,469億円）

８３０億円
（他分野も含め920億円）

９６４億円
（他分野も含め996億円）

研究開発 約 １兆円
（他分野も含め約3.5兆円）

２，３２０億円
（他分野も含め8,968億円）

２，２５７億円
（他分野も含め8,225億円）

２，１８９億円
（他分野も含め6,387億円）

基地対策 約 ２．６兆円 ５，１４９億円 ５，１３８億円 ５，３６１億円

教育訓練費、燃料費等 約 ４兆円 ９，４３７億円 ９，１１８億円 ７，９４５億円

合 計 約 ４３．５兆円 ８兆９，５２５億円 ９兆３，６２５億円 ８兆４，３３２億円

令和７年度予算 ~配分~
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⚫ 三文書に基づき、防衛省・自衛隊が一丸となって、防衛力の抜本的強化を実現するため、防衛力抜本的強
化実現推進本部会議を設置し、継続的に事業の進捗を管理

⚫ 事業の進捗管理を徹底し、概ね計画どおり進捗。

防衛力抜本的強化実現推進本部

継続的な事業の進捗管理

総合調整事務局 事業管理事務局 会計／調達制度事務局

事務総局

全般調整、情報発信等 省内制度の見直しによる
会計・調達手続きの早期化

防衛省における防衛力抜本的強化の実施体制

○ 我が国の防衛上必要な機能・能力として、次の７つの分野を重視して、防衛力の抜本的強化を推進。

①スタンド・オフ防衛能力

②統合防空ミサイル防衛能力

③無人アセット防衛能力

④領域横断作戦能力（宇宙、サイバー、電磁波、陸海空領域）

⑤指揮統制・情報関連機能

⑥機動展開能力・国民保護

⑦持続性・強靱性（弾薬・維持整備・施設の強靱化）

防衛力抜本的強化実現推進本部(Ｒ6.12.27)

8



⚫衛星コンステレーションの構築
スタンド・オフ防衛能力に必要な目標の探知・追尾能力の獲得のため、令和７年度末から衛星コンステレーションの構築
を開始 (ＰＦＩ方式)（令和９年度の本格的運用開始を目指す）

●戦術無人機の導入
スタンド・オフ・ミサイルの運用能力の向上を図るため、相手方の脅威圏内において目標情報を継続的に収集する戦術無
人機について、令和５年度から実証試験を実施中。
●目標観測弾の開発・導入
対海上及び対地射撃のため、ＩＳＲ手段の進出及び情報収集が制限される状況下において、敵艦艇及び地

上目標を捜索、探知及び識別して目標情報を取得するための目標観測弾の開発を令和5年度より開始

防衛力の抜本的強化の進捗状況～スタンド・オフ防衛能力～

➢ １２式地対艦誘導弾能力向上型（地発型）やトマホーク配備の1年前倒しなど、国産ミサイルの開発・量
産、海外製ミサイルの早期取得を推進。

➢ 各種スタンド・オフ・ミサイルの開発・取得を進めつつ、目標の探知・追尾のための衛星コンステレーションの構築
など、スタンド・オフ防衛能力に必要な関連事業も推進。

トマホーク

ターゲティングに必要なアセット等の整備（一例）

１２式地対艦誘導弾能力向上型 島嶼防衛用高速滑空弾

9
目標のリアルタイムの位置情報

目標観測弾

戦術無人機

衛星コンステレーション

②目標の特定→火力
発揮

①存在域の特定

洋上の移動目標に対するターゲティング（イメージ）

● トマホーク運用のための海上自衛官等に対する要員養成教育を開始(2024年3月～10月)
● 島嶼防衛用高速滑空弾の発射試験実施(2024年8月～2025年1月）
● 12式地対艦誘導弾能力向上型の発射試験実施(2024年10～11月)
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防衛力抜本的強化の取組状況～スタンド・オフ防衛能力～

10



防衛力の抜本的強化の進捗状況～統合防空ミサイル防衛能力～

➢ イージス・システム搭載艦を建造。

➢ 米国製迎撃ミサイルの取得を進めつつ、国産迎撃ミサイルの開発・取得も推進。

➢ このほか、極超音速滑空兵器（HGV）等対処のための滑空段階迎撃用誘導弾（GPI）の日米共同
開発を開始するなど、各種取組を実施。

迎撃アセットの強化（一例）

⚫イージス・システム搭載艦の整備
既存イージス艦より遥かに高い迎撃能力（ロフテッド軌道への対処能力及び同時対処能力）を備えるほか、 GPI（滑
空段階迎撃用誘導弾）を含む将来装備を運用できる拡張性を考慮
✓ イージス・システム搭載艦2隻の建造契約を締結(2024年8・9月)

●ＧＰＩ日米共同開発
滑空段階における極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）等対処のためのイージス艦発射型誘導弾を日米共同により開発
✓ ＧＰＩの日米共同開発に係る開発コンセプトを決定(2024年9月)

⚫０３式中距離地対空誘導弾（改善型）能力向上型の開発
HGVや弾道ミサイル対処を可能とするための能力向上

⚫新たな迎撃ミサイル（SM-6）の導入
SM-6は、航空機等に対する長距離対空ミサイルとしての役割に加え、対艦弾道ミサイルや
HGVにターミナル段階で対処する機能を有しており米国も重視

イージス・システム搭載艦

GPI：Glide Phase Interceptor
滑空段階迎撃用誘導弾

GPIによるHGV迎撃（イメージ）

03式中距離地対空
誘導弾（改善型） SM-6
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防衛力の抜本的強化の進捗状況～無人アセット防衛能力～

➢ 各領域における無人アセットの運用実証を通じ、早期取得を推進。

➢ 従来有人哨戒機が担っていた情報収集・警戒監視を強化するとともに、人的損耗を極限しつつ脅威下でも
任務を遂行するため、滞空型UAV「MQ-9B(シー・ガーディアン)」を整備。

無人アセットの整備（一例）

⚫滞空型UAV（MQ-9B）の整備
平素から固定翼哨戒機等が実施する我が国周辺海域の
常続的な警戒監視活動を強化するとともに、有事における
人的被害のリスクを軽減して任務を遂行する。

✓ 滞空型ＵＡＶの機種として「ＭＱ-９Ｂ(シーガーディアン)」を選定

ステルス性を有するとともに、警戒監視や対艦
ミサイル発射等の機能を選択的に搭載し、
有人艦艇を支援する水上無人機

⚫各種無人アセットに関する研究開発を推進

✓ 戦闘支援型多目的USVの研究を開始

⚫各種ＵＡＶの運用実証を実施

✓ 偵察用UAV（中域用）能力向上を始めとして、
2023年度には合計10機種の各種ＵＡＶの運用
実証を実施。

対上陸作戦等のため、侵攻部隊を遠距離から
早期に探知し、指揮官の状況判断及び火力
発揮等に寄与するUAV 12



●SSAセンサーシステム

➢ SSA（宇宙状況把握）に必要なレーダー等の配備を完了、情報収集等に活用する衛星コンステレーション
の構築開始など、宇宙領域における取組は順調に進捗。

➢ サイバー要員の拡充、指向性エネルギー技術の装備化推進など、サイバー・電磁波領域の能力も強化。

➢ 陸海空領域においてもアセットの取得を着実に進め、領域横断作戦の基本となる能力を強化

防衛力の抜本的強化の進捗状況～領域横断作戦能力①～

宇宙領域把握（SDA）能力の強化
●航空自衛隊第２宇宙システム管
理隊（防府北）の新編

衛星妨害状況把握装置
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令和 5 年 6 月●日
防 衛 省

防衛力の抜本的強化の進捗状況～領域横断作戦能力②～

サイバー防衛能力向上に向けた体制強化

指向性エネルギー技術の研究（一例）

●車両搭載型レーザー装置に関する研究 ●高出力マイクロ波（HPM）に関する研究

陸海空アセットの整備（一例）

●ネットワーク電子戦システム(ＮＥＷＳ)の取得
電波の収集・分析を行うとともに、敵の通信電子活動
を妨害可能な装備品であるネットワーク電子戦システム
(ＮＥＷＳ)を取得

●「たいげい」型潜水艦の整備
探知能力等が向上し、新たに省人化システムを搭載
した潜水艦を建造

●F-35A/Bの整備
ステルス性やスタンド・オフ・ミサイルの運用能力を
備えたF-35を整備
F-35BはSTOVL性能を有し、いずも型護衛艦と
組み合わせ、領域横断的な運用が可能
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防衛力の抜本的強化の進捗状況～指揮統制・情報関連機能～

➢ 本年3月24日に統合作戦司令部（JJOC）を新設し、平素から全国の陸海空自衛隊の部隊を一元的に指揮
することで、平素から有事までシームレスに領域横断作戦を実現できる体制を構築。

➢ 隙のない情報収集・分析のため、情報収集アセットの整備や体制・機能の強化を推進。

統合作戦司令部（JJOC）の新編

⚫領域横断作戦を実施し得る統合運用態勢の確立
これまでは統合任務部隊（ＪＴＦ）を臨時で編成して領域横断作戦を実施
JJOC新設後は、統合作戦司令官の命令により、一元的に領域横断作戦を指揮することが可能

電波情報収集機（ＲＣ－２）の取得

⚫電磁波領域における情報収集能力を向上させた電波情報収集機ＲＣ－２の取得
周辺国の航空戦力の近代化や電子戦能力の向上に対応するため、現有の
ＹＳ－１１ＥＢと比べ、受信周波数帯域の拡大や遠距離目標探知能力の向上など
電磁波領域における情報収集能力を大きく強化したＲＣ－２を取得
（R６年度予算：１機、R7年度予算：１機）
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防衛力の抜本的強化の進捗状況～機動展開能力・国民保護～

➢ 輸送機などの輸送アセットの取得や自衛隊海上輸送群の新編などにより、輸送力を強化。

➢ 更に、PFI船舶などの民間輸送力を活用し、部隊の輸送力を補完。

輸送力確保に向けた取組（一例）

⚫PFI船舶の確保
島嶼部等へ必要な部隊等を確実に輸送するために、
民間船舶６隻(２隻から６隻体制へ)を確保

※ R7年度予算において、南西地域の島嶼部へ部隊等を輸送する
海上輸送力を補完するため、車両及びコンテナの大量輸送に特化
した船舶４隻を計上

●自衛隊海上輸送群の新編
令和６年度末に海自呉地区に約１００名体制で新編。
令和７年度末に輸送艦（LCU）２隻の取得に併せ、輸送艦（LCU）を運用する海上輸送隊一個部隊を改

編し、約１６０名体制へ増強（LSV×１、LCU×３）（輸送艦（LCU）は海自阪神基地内で運用）。

●輸送艦（LSV・LCU）
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防衛力の抜本的強化の進捗状況～持続性・強靱性～

➢ 弾薬の製造態勢等の拡充や火薬庫の確保を推し進め、必要十分な弾薬を速やかに確保。

➢ 装備品の可動数向上のため、引き続き高い水準で維持整備費を確保。令和9年度までに部品不足による非可動
解消。

弾薬購入関連費の推移
火薬庫の整備状況

令和7年度予算までに
45棟を計上装備品等の維持整備費の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

(単位:億円)

整備目標 (約７０棟)

４棟
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防衛力の抜本的強化の進捗状況～新たな戦い方に向けて①～

水中発射型垂直発射装置（ＶＬＳ）

誘導弾

VLS

VLS用耐圧殻

発射プラットフォームの更なる多様化及び水中優勢獲得のため、潜水艦に搭
載可能で、より長射程化された誘導弾を発射できる垂直誘導弾発射システム
（VLS）及びVLSを搭載するために必要な耐圧殻を研究

小型攻撃用ＵＡＶの取得

空中を遊弋して車両等を迅速に撃破
可能な小型攻撃用ＵＡＶを取得

ＦＣネットワークの整備

高度化する経空脅威に対処するため、水上艦艇の間で
リアルタイムの情報共有を可能とする、ＦＣネットワークを整備

ＦＣネットワーク(イメージ)

小型攻撃用ＵＡＶ
(イメージ)

➢ 新しい戦い方に向けて必要な研究開発等を推進。

※ ＦＣ：Fire Control(火器管制)
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多数飛来

偵察・付きまとい

体当たり・自爆

防衛力の抜本的強化の進捗状況～新たな戦い方に向けて②～
太平洋島嶼部における警戒監視体制の強化

近年、中国軍の太平洋方面への進出、活動が活発化
他方、太平洋の我が国の防衛上の拠点は沖縄、先島諸島を含む南西諸島及び
硫黄島のみであり、太平洋の 広大な部分が防衛上の空白地域となっている。

ＵＧＶシステムに関する研究

隊員の行動と連携・協調して、陸上部隊の一連の任務を支援する
ＵＧＶの制御システムやシステムインテグレーションについて研究

ＵＧＶシステムに関する研究(イメージ)

指向性エネルギー技術

小型無人機等の飛来する経空脅威へ照射し、熱エネルギーにより物理的に
破壊。
車載型や艦載型など、様々なプラットフォームでの運用を目指し研究を推進

※ ＵＧＶ：Unmanned Ground Vehicle(陸上無人機)

青島

グアム

東京

那覇
第２列島線

第１列島線

2018

2020

2022

2023

沖ノ鳥島

2021

2021

2024

2024

遼寧

遼寧

遼寧

遼寧

遼寧

山東
山東

2022
遼寧

遼寧
2016

日本海

遼寧

※艦艇・航空機の位置等は
イメージ
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【１】防衛施設の概要

・防衛施設は、広大な土地を必要とするものが多く、自衛隊施設の土地面積は約１，０９９平方キロメートル。

・我が国は、日米安保条約第６条及び地位協定第２条１（a）の規定に基づき、米国に対し、施設・区域を

提供。また、地位協定第２条４(b)の規定に基づき、米軍が一定の期間を限って使用する施設・区域を提供。

・在日米軍施設・区域（専用施設）の面積は、約２６３平方キロメートル。そのうち、約７０％、約１８５平

方キロメートルが沖縄に集中（令和７年１月１日現在）。

（注：共同使用施設を含めた場合の全国の在日米軍施設・区域の面積は約９８０㎢。沖縄には、このうち約１９％、約１８７㎢（令和７年１月１日現在）が所在）

在日米軍施設・区域（専用施設）の状況 （R7.1.1現在）

沖縄県 70％ 約185ｋ㎡

その他 9％ 約22ｋ㎡
東北地方 9％ 約24ｋ㎡

関東地方 12％ 約32ｋ㎡

演習場 47％ 約123ｋ㎡

飛行場 23％ 約61ｋ㎡
倉庫 15％ 約40ｋ㎡

その他 15％ 約39ｋ㎡

地域別分布

用途別分布

計 約263ｋ㎡

20 40 60 80 100%（注）計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

自衛隊施設（土地）の状況 （R7.1.1現在）

北海道地方 42% 約461ｋ㎡

九州地方 13% 約144ｋ㎡ 関東地方 9% 約104ｋ㎡
その他 12% 約137ｋ㎡

東北地方 13% 約147ｋ㎡

東海（中部）地方 10% 約107ｋ㎡

演習場 74％ 約814ｋ㎡

飛行場 7％ 約81ｋ㎡
営舎 5％ 約56k㎡
その他 14％ 約149k㎡

地域別分布

用途別分布

計 約1,099ｋ㎡

20 40 60 80 100%

防衛施設の概要
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自衛隊施設の強靱化について

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度

１

①最適化事業
（既存施設の更新等）

【約１．７兆円】

②災害対策
【約０．４兆円】

③司令部の地下化等
（火薬庫の整備含む）

【約０．４兆円】

④部隊新編・
新規装備品導入に
係る施設整備等
【約１．４兆円】

マスタープラン作成業務

最適化事業
（自衛隊施設の既存施設の更新）

津波対策、浸水・法面崩落防止対策、
飛行場の液状化対策

司令部の地下化等

部隊新編・新規装備品導入に係る施設整備等

継続事業・緊要性の高い施設についてはＲ５年度に
おいても実施

火薬庫の整備

【約４兆円】

自衛隊施設整備

【約０．８兆円】

前中期防衛力整備計画

５倍

①最適化事業
（既存施設の更新等）

【約１．７兆円】

②災害対策
【約０．４兆円】

③司令部の地下化等
（火薬庫の整備含

む）
【約０．４兆円】

④部隊新編・
新規装備品導入
に係る施設整備等
【約１．４兆円】

➢ 安全保障環境が急速に激しさを増す中、自衛隊が粘り強く態勢を確保するために、基盤となる自衛隊施設
の強靱化を図っていくことが重要

防衛力整備計画

施設整備
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自衛隊施設の既存施設の更新について（最適化事業）

➢ 約２３，０００棟の自衛隊施設の集約・建替え等に向けて、駐屯地・基地等の全体（２８３地区）
を対象に「マスタープラン」（※）作成に係る基本方針策定業務及び「マスタープラン」作成業務を令和５年
度に契約締結し、３カ年でマスタープランを作成。

➢ 集中的かつ効率的に作業を進めるため、駐屯地・基地を１つにまとめた大型発注とし、かつ地元企業の参
入に配慮した発注方法を活用

※マスタープラン：駐屯地・基地等の全体を２８３地区に区分し、保有する建物やライフラインなどについて、現状の把握・評
価を行い、施設の機能・重要度に応じた構造強化、離隔距離確保の再配置・集約化

自衛隊施設の現状

海自鹿屋航空基地（庁舎）
（昭和11年建設）

陸自久里浜駐屯地（倉庫）
（昭和17年建設）

基地・駐屯地の再配置・集約化（イメージ）
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南西地域を始めとする防衛力強化に係る取組①

○ これまでは空白地域への部隊配備（活動基盤の整備）が中心的な取り組み

23



●米軍施設・区域の自衛隊による共同使用

●日米共同のより高度かつ実践的な訓練・演習

●在日米軍の態勢の最適化

●日米共同訓練を含む在日米軍による実践的な訓練の実施

●同志国との共同訓練、日豪・日英円滑化協定 等

●15旅団の師団化、補給処支処の新編（沖縄本島）

●地対空誘導弾部隊の部隊配備・用地取得（与那国島）

●太平洋島嶼部へのレーダー配備（北大東島）

●馬毛島における自衛隊施設整備（馬毛島）

●水陸機動団第３水陸機動連隊を新編（長崎）

●陸自オスプレイの佐賀配備（佐賀）

●島嶼部における機動展開能力を活用した住民避難

●国民保護訓練の強化や様々な種類の避難施設の確保

●空港・港湾等の公共インフラの整備・利用

与那国空港へのMCVの展開

先島で初の日米共同訓練

※基地負担軽減の取り組み（米軍基地の返還等）を並行して実施

防衛力整備（部隊配備・補給基盤等の拡充）

南西地域での訓練・運用の拡充・多様化

日米共同対処能力及び同志国との連携の強化

移動式警戒管制レーダの配備

南西地域を始めとする防衛力強化に係る取組②

○ 今後、南西地域における、防衛力整備、訓練・運用、日米共同対処能力の強化が同時進行

同志国との共同訓練
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■より実践的な訓練やオペレーションの実施

横浜ノース・ドック：小型揚陸艇
部隊が新編され、第５輸送中隊と
して運用開始（令和６年２月）

第１２海兵連隊（砲兵）の第１２
海兵沿岸連隊（ＭＬＲ）への改編
（令和5年11月に名称変更済）

嘉手納飛行場（沖縄県）への米軍無
人機ＭＱ－９の展開

MV-22オスプレイの低空飛行訓練 米陸軍ハイマースによる実弾訓
練（令和６年７月）
（矢臼別演習場）

米軍機の不整地着陸訓練の実施
（令和４年１０月）
（計根別場外離着陸場）

米軍第５世代戦闘機展開訓練
（令和４年６月）（岩国飛行場）

米軍機による石垣駐屯地への米軍ハイ
マースの展開（令和６年度日米共同統
合演習（実動演習））

自衛隊・米軍の任務・訓練の多様化・深化に係る取組自衛隊・米軍の任務・訓練の多様化・深化に係る取組

➢ 我が国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す中で、在日米軍・自衛隊の即応性維持・向上の
観点から、実践的な訓練の実現が必要であることを日米「２+２」で確認。

➢ 令和４年には、日米共同訓練を含む在日米軍による実践的な訓練の実施に関する調整等を総括する
訓練分科委員会（TSC：Training Subcommittee）を設立。

➢ 近年、新たな形でのより実践的な訓練や運用が増加しており、南西地域での防衛基盤の確立や防衛力
の抜本強化と相まって、今後さらに多様化・深化していく見込み。
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【２】防衛施設と地域社会をめぐる課題の発生自衛隊・米軍の任務・訓練の多様化・深化に係る取組防衛施設と地域社会をめぐる課題の発生

⚫ 防衛施設の設置及びその安定的使用の確保の必要性と地域社会・周辺住民のニーズ（生活・生産基盤の

確保、住み良い生活環境の維持、地域社会の発展）との衝突により、防衛施設と地域社会をめぐる課題が発生

《防衛施設と地域社会をめぐる課題の発生》

（例 ・航空機の頻繁な離着陸による騒音問題
・在日米軍人等による事件・事故 など

⚫ 防衛施設は、演習場、飛行場、港湾、営舎など用途が多岐にわたり、

広大な土地を必要とするものが多い。

⚫ また、防衛施設は狭い国土の平野部に集中しており、特に沖縄において

は、在日米軍施設・区域が県面積の約8％、沖縄本島の約1４％を

占めている。

出典：沖縄県ＨＰ

東京23区のうち１３区を
おおってしまうほどの広大な面積
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